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第１章 計画策定の趣旨

●我が国では、生産年齢人口の減少が加速する中で、2025 年に団塊の世代が全員 75

１ 計画策定の背景 

（１）高齢化の状況とこれまでの取組

●本市の高齢化率は 36.2％（令和５年 10 月１日現在）と、全国、山口県よりも先行

歳以上に、2040 年にはいわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上になるなど、高齢化の

更なる進展が見込まれます。 

●こうした高齢化の進展にいち早く対応するため、平成 24 年度を「地域包括ケア元

して高齢化が進んでおり、かつ、上昇傾向が続いています。また、平成 30 年には後

期高齢者数が前期高齢者数を上回るなど、後期高齢者の増加傾向が続いていますが、

近い将来減少に転じることが見込まれます。一方で、介護ニーズの高い 85 歳以上人

口は、今後も増加することが見込まれます。 

※基準日 ： 平成 22 年・令和５年（住民基本台帳各 10 月１日）

: 令和 22 年（推計値：コーホート変化率法） 

平成 22 年 令和 5 年 令和 22 年

元気な高齢者が

地域の担い手になる

（高齢者支援システム）

生活支援体制整備事業

介護支援

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾎﾟｲﾝﾄ事業

年」と捉え、第５期計画では「医療介護連携システム」の構築に向けた取組を、第６

期計画では、地域が支える地域包括ケアの視点から、「生活支援体制整備事業」や「介

護支援ボランティアポイント事業」など、「高齢者支援システム」の構築に向けた取

組を進めてきました。第７期計画及び第８期計画では、これまでの取組を更に推進す

るため、「地域包括ケアシステムの深化・推進」を重点目標として掲げ、強化を図っ

てきたところです。 

75 歳以上

15～74 歳

6.0 人 3.1 人 3.0 人

2.1 人 1.5 人 1.3 人

65 歳以上

15～64 歳
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第１章 計画策定の趣旨

（２）国の動向と第９期計画のポイント

●第９期計画期間中に団塊の世代が全員 75歳以上となる2025年を迎えます。さらに、

●こうした状況を踏まえ、第９期計画策定に対する国の基本的な考え方（基本指針）

2040 年を見通すと、85 歳以上人口が急増し、医療・介護双方のニーズを有する高齢

者など様々なニーズのある要介護高齢者が増加する一方、生産年齢人口の急減が見込

まれます。また、高齢化のスピードや介護ニーズの動向は都市部と地方など地域ごと

に大きく異なり、地域差の拡大も見込まれます。 

第９期介護保険事業計画における一層の充実が求められる３つの基本的な事項

（第９期介護保険事業計画 基本指針より）

が示され、これまで以上に中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏ま

えて介護サービス基盤を整備するとともに、地域の実情に応じて地域包括ケアシステ

ムの深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上を図るための具体的な施

策や目標を計画に位置付けていくことが求められています。 

① 介護サービス基盤の計画的な整備

・中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施設・サ

ービス種別の変更など既存施設・事業所のあり方も含め検討し、地域の実情に

応じて介護サービス基盤を計画的に確保していく必要がある。

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看護、

小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着型サービ

スの更なる普及が重要である。

② 地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組

・地域住民や多様な主体による介護予防や日常生活支援の取組を促進する観点か

ら、総合事業の充実化について集中的に取り組むことが重要である。

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深める

ことが重要である。

・デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進める

ための医療・介護情報基盤の整備が必要である。

③ 地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上

・介護人材を確保するため、処遇の改善、人材育成への支援、職場環境の改善に

よる離職防止、外国人材の受入環境整備などの取組を総合的に実施することが

必要である。

・介護現場の生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推進することが重

要である。
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第１章 計画策定の趣旨

●こうした高齢化の状況とこれまでの取組、国の動向等を踏まえ、高齢者が住み慣れ

（例）高齢者が疾病を抱え要介護状態になりながらも、地域で暮らし続けるためには、

医療・介護サービスの充実だけでなく、高齢者の生活を地域全体で支えていく

仕組みが必要です。

た地域で自分らしく安心して暮らすことができる地域社会の実現に向けて、地域包括

ケアシステムの深化・推進を図るため、「光市高齢者保健福祉計画及び第９期介護保

険事業計画」を策定します。

～地域包括ケアシステムとは～ 

 地域包括ケアシステムは、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、

医療、介護、予防（疾病予防・介護予防）、生活支援（掃除・買い物・ごみ出し等）、住

まいが一体的、包括的に提供される地域の支援・サービス提供体制をいいます。

病気になったら 

自宅・有料老人ホーム等 

通所・入所 通院・入院 

住まい 

いつまでも元気に暮らすために 

生活支援 介護予防 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

相談業務やサービスの 

コーディネート

地域包括支援センター 

ケアマネジャー 等

介護が必要になったら 

介護 医療 
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第１章 計画策定の趣旨

２ 計画の位置付け 

●本計画は、老人福祉法第 20 条の８に規定する老人福祉計画である「高齢者保健福祉

計画 計画の目的 根拠 

計画」及び介護保険法第 117 条に規定する「介護保険事業計画」に当たる法定計画であ

り、これらの法律の規定に基づき、一体的に策定するものです。 

高齢者保健

福祉計画

老人福祉法 

第 20 条の８ 

高齢者の介護保険以外のサービスや生きがいづく

りなど、地域における福祉水準の向上を目指す計画

介護保険

事業計画

介護保険法 

第 117 条 

介護保険給付サービスの見込量とその確保等、制度

の円滑な実施に向けた取組内容を定めた計画

●本計画は、「光市総合計画」を上位計画とし、「光市地域福祉計画・光市地域福祉活動

計画」の理念を踏まえて策定するものです。また、第３次光市総合計画と同様、本計画

においても、持続可能な社会の実現を目指すＳＤＧｓの理念を取り込みます。

自助

互助

自分でできることを自分でする、自らの健康管理（セルフケア）など

共助

インフォーマルな相互扶助（ボランティア活動、住民組織の活動など）

公助

社会保険のような制度化された相互扶助（介護保険制度及びサービスなど） 

公費を財源とした公的な福祉サービス（生活保護など）

（参考）平成 28 年３月 地域包括ケア研究会報告書 

 「光市総合計画」

 第３次光市総合計画では、分野別計画の基本目標３「安全・安心に包まれて人が心

ゆたかに暮らすまち」－重点目標１「心ゆたかに生き生きと暮らすために」の政策２

として、「生き生き高齢社会の実現」を掲げています。

 本政策における基本方針に基づき、医療や介護を含めた様々な生活支援などのサー

ビスを包括的かつ継続的に提供できる「地域包括ケアシステムの深化・推進」に努め

るとともに、介護予防や認知症予防、健康づくりに積極的に取り組むなど、高齢者の

生涯現役社会の実現に向けた環境の整備を図ります。

 「光市地域福祉計画・光市地域福祉活動計画」

 光市地域福祉計画では、「自助・互助・共助・公助」について、次のとおり定義し

ています。この定義に基づき、住民同士の助け合いや地域による支え合いの仕組みづ

くり等を推進します。
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第１章 計画策定の趣旨

３ 計画期間

●令和６年度から８年度までの３年間を計画期間とします。

●第９期計画では、計画期間中に第８期計画までで目標としていた、団塊の世代が全員

Ｒ３ 

2021 

Ｒ４ 

2022 

Ｒ５ 

2023 

Ｒ６

2024

Ｒ７

2025

75 歳以上となる 2025 年を迎えるため、第３次光市総合計画の「ひかり未来展望」と整

合性を図るとともに、国の基本指針において中長期的な目標を示すとされていることを

踏まえ、いわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年を展望するなど中長期的

な視点を持って策定しました。 

Ｒ８

2026

Ｒ９ 

2027

Ｒ10 

2028

Ｒ11 

2029

R22

2040

第８期 

第９期 展望

第 10 期 引き継ぐ 
団塊の世代が

全員 75 歳以上

となる 2025 年

を迎える 
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第１章 計画策定の趣旨

４ 計画策定のための体制 

●本計画は、制度改正などの動向や現計画の実績、各種計画との整合性を図るとともに、

市民協議会や光市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査、在宅介護実態調査、パブリック

コメントにより市民の意見等を反映しながら策定しました。

要支援・要介護認定を受けている人 305 人 

④他地域や全国の給付状況、サービスのバランス等との比較

⑤令和６年度の介護保険制度改正の反映 等

① 光市高齢者保健福祉計画及び第８期介護保険事業計画の実績

②光市介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

要介護状態になる前の高齢者のリスクや社会参加状況の把握

※対象：市内在住 65 歳以上の要介護以外の人 2,000 人

回収：1,559 人（回収率：78.0％）

③在宅介護実態調査

介護者の就労継続や在宅生活の継続に効果的なサービス利用

等の把握

※対象：市内在住の在宅で

○地域包括ケア「見える化」システム

地域包括ケア「見える化」システムとは、都道府県・市町村にお

こ
れ
ら
を
踏
ま
え
計
画
に
反
映

各種計画との整合性

ける計画策定・実行を支えるために、「介護・医療の現状分析・課

題抽出支援」「課題解決のための取組事例の共有・施策検討支援」「介

護サービス見込量等の将来推計支援」「介護・医療関連計画の実行

管理支援」の機能を提供する厚生労働省の支援システムです。

①光市高齢者保健福祉計画等策定市民協議会

②パブリックコメント

①第３次光市総合計画

②第４期光市地域福祉計画・光市地域福祉活動計画

③光市健康づくり推進計画 など
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第１章 計画策定の趣旨

５ 日常生活圏域の設定 

●「日常生活圏域」とは、高齢者が住み慣れた地域で、適切なサービスを受けながら生

●本市では、こうした状況等を踏まえ、高齢者が地域におけるサービス利用体系をより

活を継続できるよう、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対

象サービスを提供するための施設の整備状況等を総合的に勘案して、市内を日常生活ご

との圏域に区分けを行ったものです。 

【圏域ごとの人口】 

区分 

（基準日：令和５年 10 月１日）

人口 高齢者人口 高齢化率 

浅江地区 14,776 人 33.7％ 4,985 人 

島田・上島田・三井・周防地区 12,512 人 4,465 人 35.7％ 

光井・室積地区 15,450 人 35.4％ 5,475 人 

大和地域 6,267 人 45.1％ 2,824 人 

合計 49,005 人 17,749 人 36.2％ 

島田・上島田・ 

三井・周防地区 
大和地域 

光井・室積地区 

浅江地区 

理解しやすく、連携の取りやすい環境にするため、第８期計画に引き続き、４つの圏域

を日常生活圏域として定めます。 

日常生活圏域 
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